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議案第２８号

（総　則）

　による。

（業務の予定量）

（収益的収入及び支出）

　　　　　収　　　　　　入

　　　　　支　　　　　　出

(3)　　一日平均処理水量　　　       　2,022㎥

(4)　　主な建設改良工事　　　　　

　　　　 湯本浄化センター機械棟耐震補強工事　　　　　 16,000千円

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　 湯本浄化センター機械棟長寿命化工事　　　　　181,000千円

令和７年度那須町下水道事業会計予算

第１条　令和７年度那須町下水道事業会計の予算は、次に定めるところ

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　　接続戸数　　　　　　       　  1,232戸

(2)　　年間総処理水量　　　   　    737,960㎥

第１款　下水道事業収益                 454,140千円

　第１項　営業収益                      77,607千円

　第３項　特別損失                         489千円

　第２項　営業外収益                   376,533千円

第１款　下水道事業費用                 454,140千円

　第１項　営業費用                     429,522千円

　第２項　営業外費用                    23,129千円

　第４項　予備費                         1,000千円
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（資本的収入及び支出）

　　　　　収　　　　　　入

　　　　　支　　　　　　出

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

　とおりと定める。

　第３項　他会計補助金                   5,941千円

　第４項　国庫補助金                   107,550千円

　第５項　負担金等                         195千円

　第２項　他会計負担金                   4,000千円

581,000千円

期間 限度額

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

事項

湯本浄化センター
耐震化・長寿命化工事委託

令和７年度から
令和８年度まで

　おりと定める。

　第２項　企業債償還金                  95,327千円

第１款　資本的支出　                   297,795千円

　第１項　建設改良費                   202,468千円

限度額

89,400千円

起債の目的

年5.0％以内(ただ
し、利率の見直し
方式で借り入れる
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては当該見直し後
の利率)

償還の方法

政府資金について
は、その融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮又は延長し、
繰上償還もしくは
低利に借換するこ
とができる。

湯本浄化セ
ンター機械
棟耐震補
強・長寿命
化工事

証書借入

又は

証券発行

起債の方法 利率

　損益勘定留保資金９０，７０９千円で補てんするものとする。）。

第１款　資本的収入 　                  207,086千円

　第１項　企業債                        89,400千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的

　収入額が資本的支出額に対し不足する額９０，７０９千円は、当年度分
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（一時借入）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

令和７年２月２７日提出

那須町長　平　山　幸　宏

第10条　下水道事業に助成するため一般会計からこの会計へ補助を受ける

　金額は、２６１，０９７千円である。

　（１）　営業費用と営業外費用と特別損失の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費

　の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

　は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　　　　　　　４４，５７４千円

（他会計からの補助金）

第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

　のとおりと定める。
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令 和 ７ 年 度

下 水 道 事 業 会 計 予 算

に 関 す る 説 明 書





収　　　入 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 下水道事業収益 454,140

1 77,607

1 下 水 道 使 用 料 77,400

2 受 託 工 事 収 益 1

3 その他営業収益 206

2 376,533

1
受取利息及び
配当金

1

2 他会計負担金 88,298

3 他会計補助金 162,858

4 補助金 18,150

5 長期前受金戻入 106,272

6 引当金戻入益 2

7 雑収益 952

支　　　出 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 下水道事業費用 454,140

1 429,522

1 管 渠 費 17,051

2 処 理 場 費 129,314

3 総 係 費 80,165

4 減 価 償 却 費 202,992

2 23,129

1
支払利息及び企業
債取扱諸費

22,129

2
消費税及び地方
消費税

1,000

3 489

1 その他特別損失 489

4 1,000

1 予 備 費 1,000

令和７年度那須町下水道事業会計予算実施計画

目

目項

営 業 費 用

営 業 外 収 益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項

営 業 収 益

款

特 別 損 失

予 備 費

営 業 外 費 用
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収　　　入 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 資 本 的 収 入 207,086

1 89,400

1 建 設 改 良 債 89,400

2 4,000

1 他 会 計 負 担 金 4,000

3 5,941

1 他 会 計 補 助 金 5,941

4 107,550

1 国 庫 補 助 金 107,550

5 195

1 受 益 者 負 担 金 195

支　　　出 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 資 本 的 支 出 297,795

1 202,468

1 管 渠 建 設 費 3,308

2 処理場建設改良費 197,000

3 固定資産購入費 2,160

2 95,327

1
建設企業債償還
元 金 償 還 金

95,327

目

目

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

資本的収入及び支出

企 業 債 償 還 金

款

款 項

項

建 設 改 良 費

負 担 金 等

他 会 計 負 担 金
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令和7年度 那須町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（税抜、単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 5,283

減価償却費  202,992

賞与引当金の増減額（△は減少） 233

貸倒引当金の増減額（△は減少） 235

長期前受金戻入額 △ 106,272

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息及び企業債取扱諸費 22,129

未収金の増減額（△は増加） 1,863

小計 126,462

利息の受取額 1

利息の支払額（△） △ 22,129

業務活動によるキャッシュ・フロー 104,334

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 233,773

無形固定資産の取得による支出 △ 1,695

国庫補助金等による収入 124,950

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 9,941

受益者負担金による収入 195

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 100,382

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 89,400

△ 95,327

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,927

資金増加額（又は減少額） △ 1,975

資金期首残高 62,298

資金期末残高 60,323

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
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法　定

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計 福利費 合　計 備　考

 （人）  （人）（千円）（千円）（千円）（千円）（千円）（千円）

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外 管理職特別

区　分 手　当 手　当 手　当 手　　当 勤務手当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 984 0 313 0 480 40

前年度 920 0 313 0 480 40

比　較 64 0 0 0 0 0

管理職 期　末 勤　勉 寒冷地 地　域 児  童

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

900 6,982 5,969 0 500 480 16,648

900 7,860 7,010 0 0 400 17,923

0 △878 △1,041 0 500 80 △1,275

増減額

（千円）

増減事由別内訳

44,574

△649 1,010 361

２．給料及び手当の増減額の明細

60 21,396 16,648 38,104 6,470

17,923 38,753 5,460 44,213

比較

給　与　費　明　細　書

１．総　括

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

区　　分

本年度 6 5

0 0 30 596 △1,275

前年度 6 5 30 20,800

職 員 手 当

の 内 訳

備　考計

△ 1,275

説　　　　　　明 備　考
（千円）

手　　当 △1,275 その他の増減分 △1,275

給　　料 596 その他の増減分 596 定期昇給による増額　 596

前年度企業会計移行に伴う
特別損失の減少

区　　分
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区分

３．給料及び手当の状況

　（１）職員１人あたりの給料

区　　　　　　　　　　　分 行 政 職 技 能 労 務 職

平均給料月額（円） 329,820

平均給料月額（円）

令和6年1月1日 現在 平均給与月額（円）

令和7年1月1日 現在 平均給与月額（円） 363,350

平 均 年 齢（歳） 44.7

302,056

326,180

高 校 卒 188,000 188,000

大 学 卒 220,000 220,000

平 均 年 齢（歳）

区　 分 行 政 職 （円）
一般会計の制度

行 政 職 （円）

43.7

　（３）級別職員数

区分
　行　　政　　職 技 能 労 務 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

５級 1 20.0 ５級

令
和
7
年
1
月
1
日
 
現
在

６級 1 20.0

４級 1 20.0 ４級

２級 ２級

３級 1 20.0 ３級

計 5 100.0 計

１級 1 20.0 １級

５級 ５級

令
和
6
年
1
月
1
日
 
現
在

６級

４級 ４級

２級 ２級

３級 ３級

計 計

１級 １級

1

1

1

1

1

5

20.0

20.0

主　　幹 副 主 幹
主任主査 主　　事 主　　事

　（級別の標準的な職務内容）

６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

技　　師
副 主 幹 主任主査

行政職 課　　長 課長補佐 係　　長
主　　査 技　　師

20.0

20.0

20.0

100.0
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合　　計 行　政　職 技能労務職

(Ａ)　(人) 5 5 -

(Ｂ)　(人) 5 5 -

本 １号給　(人) 1 1 -

２号給　(人) 0 0 -

３号給　(人) 1 1 -

年 ４号給　(人) 1 1 -

５号給　(人) 1 1 -

６号給　(人) 1 1 -

度 ７号給　(人) 0 0 -

８号給　(人) 0 0 -

100.0 100.0 -

(Ａ)　(人) 5 5 -

(Ｂ)　(人) 5 5 -

前 １号給　(人) 1 1 -

２号給　(人) 0 0 -

３号給　(人) 1 1 -

年 ４号給　(人) 1 1 -

５号給　(人) 1 1 -

６号給　(人) 1 1 -

度 ７号給　(人) 0 0 -

８号給　(人) 0 0 -

100.0 100.0 -

合　　計 行　政　職 技能労務職

- - -

- - -

　（５）特殊勤務手当

　（４）昇給

区　　　　　分

 職　　　 員　　　 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

 比　　　率 (Ｂ) ／ (Ａ)　(％)

 職　　　 員　　　 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

 比　　　率 (Ｂ) ／ (Ａ)　(％)

区　　　　　　　　　分

　　　　　給料総額に対する比率　（％）

　　　　　支給対象職員の比率　　（％）

（令和6年1月1日 現在）

　　　　　支給対象職員１人当たり
- -

　　　　　平 均 支 給 月 額　　 （円）

　　　　　代表的な特殊勤務手当の名称

-
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支給率計

　６月(月分) １２月(月分) （月分）

本 年 度 2.300 2.300 4.60

前 年 度 2.250 2.250 4.50

一般会計の制度 2.300 2.300 4.60

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最高限度 その他の

者（月分） 者（月分） 者（月分） （月分） 加算措置等

定年前早期

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退職特例措置

(3～45％)

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　　上

区　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

　（６）期末手当、勤勉手当

区　　　分
支給期別支給率 職制上の段階職務の

備　考
級等による加算措置

同

有

有

有

※期末手当及び勤勉手当の支給率は、人事院勧告に基づき変更になる場合があります。

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分 備　考

（８）その他の手当

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

同

同
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          債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末まで

          の支払義務発生額又は支払額の見込み及び当該年度以降の支払義

期　　間 期　　間

令和4年度

～

令和6年度

令和4年度

～

令和6年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和8年度

          務発生予定額に関する調書

（単位：千円）

事　　　　項 限度額

  前年度末までの支払   当該年度以降の支払
左の財源内訳

  義務発生（見込）額   義務発生予定額

金　　額 金　　額 下水道事業収益等

令和４年度
湯本浄化センター
維持管理業務

203,115 137,643

951

65,472 65,472

16,368

令和6年度

令和7年度

令和7年度

39,600 16,368

0 951

1,011

1,011

－ － 581,000 581,000

令和７年度
湯本浄化センター
耐震化・長寿命化
工事委託

581,000

951令和6年度 0 951

令和４年度
黒田原水処理セン
ター維持管理業務

55,968

令和６年度
湯本浄化センター
自家用電気工作物
保安管理業務

951

令和６年度
黒田原水処理セン
ター自家用電気工
作物保安管理業務

951

令和６年度
湯本浄化センター
夜間警備業務

1,011 令和6年度 0 1,011

令和６年度
黒田原水処理セン
ター夜間警備業務

1,011 令和6年度 0 1,011
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那須町下水道事業予定貸借対照表

１

(１) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 219,173
ロ 建 物 451,927

減 価 償 却 累 計 額 △27,752 424,175
ハ 構 築 物 3,357,810

減 価 償 却 累 計 額 △271,589 3,086,221
ニ 機 械 及 び 装 置 514,588

減 価 償 却 累 計 額 △59,883 454,705
ホ 工具、器具及び備品 465

減 価 償 却 累 計 額 0 465
ヘ 建 設 仮 勘 定 197,000

4,381,739
(２) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 81,934
81,934

4,463,673
２

(１) 現 金 預 金 60,323
(２) 未 収 金 7,137

貸 倒 引 当 金 △ 1,164 5,973
そ の 他 流 動 資 産 16,366

82,662
4,546,335

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令和7年度
　（令和8年3月31日）

（税抜、単位：千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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３

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,355,626

企 業 債 合 計 1,355,626

1,355,626

４

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 100,229

企 業 債 合 計 100,229

(２) 未 払 金 5,009

(３) 引 当 金

ロ 賞 与 引 当 金 5,063

引 当 金 合 計 5,063

110,301

５

(１) 長 期 前 受 金 2,234,215
(２) 長期前受金収益化累計額 △ 188,945

2,045,270
3,511,197

６ 757,652

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 100,000

ロ 他 会 計 負 担 金 119,173

219,173

(２) 利 益 剰 余 金

イ
当年度未処分利益
剰余金（△欠損金） 58,313

58,313

277,486

1,035,138
4,546,335

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

負 債 の 部

- 13 -



Ⅰ　重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法

　　　　定額法（取替資産については取替法）

・主な耐用年数

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法

　定額法

・主な耐用年数

　施設利用権：45年

２ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 貸倒引当金

　

　

（３） 賞与引当金

３ 消費税等の会計処理

　

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

2 賞与引当金の取崩し

令和７年度において、期末勤勉手当６月分（法定福利費を含む）として７，５９４千円

を支給することになるため、賞与引当金５，０６３千円を取崩す予定である。

3 貸倒引当金の取崩し

令和７年度において、不納欠損による欠損を計上するため、貸倒引当金１，１６４千円

を取崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報関連

１ セグメントの概要

那須町下水道事業会計では、公共下水道事業の単一事業のため、記載を省略する。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

１ リース会計に係る特例措置

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

に償還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は９５，３２７

千円である。

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内

地方公営企業法施行規則第55条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所有権移転

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

注　　　記　　　表

　職員の退職手当に係る追加的な負担金は、覚書に基づき全て一般会計が負担すること

となっているため、退職給付引当金は計上していない。

建物：50年、構築物：50年、機械及び装置：10～20年

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月まで

の４か月分）を計上している。
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令和6年度 那須町下水道事業予定損益計算書

（単位：千円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 73,640

(2) 他 会 計 負 担 金 0

(3) そ の 他 営 業 収 益 200 73,840

２

(1) 管 渠 費 5,909

(2) 処 理 場 費 118,456

(3) 総 係 費 42,352

(4) 減 価 償 却 費 162,472

(5) 資 産 減 耗 費 0 329,189

△ 255,349

３

(1) 受 取 利 息 0

(2) 繰 入 金 221,143

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 82,673

(4) 雑 収 益 93 303,909

４

(1) 支 払 利 息 20,322

(2) 雑 支 出 0 20,322 283,587

28,238

５

(1) そ の 他 特 別 損 失 3,148 3,148 3,148

25,090

19,483

0

44,573

経 常 利 益 （ 損 失 ）

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 ( 純 損 失 )

前年度繰越利益剰余額(欠損金)

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余額(未処理欠損金)

営 業 外 費 用

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益 （ 損 失 ）

営 業 外 収 益
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那須町下水道事業予定貸借対照表

１

(１) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 219,173

ロ 建 物 451,927

減 価 償 却 累 計 額 △ 27,752 424,175

ハ 構 築 物 3,342,443

減 価 償 却 累 計 額 △ 71,717 3,270,726

ニ 機 械 及 び 装 置 514,588

減 価 償 却 累 計 額 △ 59,883 454,705

ト 建 設 仮 勘 定 0

4,368,779

(２) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 83,359

83,359

4,452,138

２

(１) 現 金 預 金 33,358

(２) 未 収 金 9,000

貸 倒 引 当 金 △ 929 8,071

(３) そ の 他 流 動 資 産 11,705

53,134
4,505,272

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令和6年度
　（令和7年3月31日）

（税抜、単位：千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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３

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,370,123

企 業 債 合 計 1,370,123

(２) 引 当 金

イ 修 繕 引 当 金 0

引 当 金 合 計 0

1,370,123

４

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 91,659

企 業 債 合 計 91,659

(２) 未 払 金 8,008

(３) 前 受 金 0

(４) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 4,830

引 当 金 合 計 4,830

(５) そ の 他 流 動 負 債 0

104,497

５

(１) 長 期 前 受 金 2,111,410
(２) 長期前受金収益化累計額 △ 82,673

2,028,737
3,503,357

６ 757,652

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金 100,000

ロ 国 庫 補 助 金 119,173

219,173

(２) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 0

ニ
当年度未処分利益
剰余金（△欠損金） 25,090

25,090

244,263

1,001,915
4,505,272

負 債 の 部

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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下 水 道 事 業 会 計

収 入 及 び 支 出 の 明 細







令和７年度下水道事業会計予算明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 下水道事業収益 454,140 370,145 83,995

1 営業収益 77,607 77,427 180

1 下水道使用料 77,400 77,220 180

2 受託工事収益 1 1 0

3 その他の営業 206 206 0

収益

2 営業外収益 376,533 292,718 83,815

1 受取利息及び

配当金

2 他会計負担金 88,298 209,985 △121,687

3 他会計補助金 162,858 0 162,858

4 補助金 18,150 0 18,150

5 長期前受金戻 106,272 82,678 23,594

入

6 引当金戻入益 2 0 2

7 雑収益 952 54 898

収　　　入

款 項 目 比　　　較

1 1 0
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(単位：千円)

区　分 金　　額

下水道使用料 77,400 湯本処理区下水道使用料 55,000

黒田原処理区下水道使用料 22,400

受託工事収益 1 受託工事収益 1

手数料 206 湯本処理区下水道手数料 2

黒田原処理区下水道手数料 4

その他手数料 200

預金利息

他会計負担金 88,298 一般会計負担金 88,298

他会計補助金 162,858 一般会計補助金 162,858

国庫補助金 18,150 防災・安全交付金 18,150

長期前受金戻入 106,272 長期前受金戻入 106,272

引当金戻入益 2 賞与引当金戻入益 1

貸倒引当金戻入益 1

不用品売却収益 888 湯本浄化センター工事発生材売却益 888

その他雑収益 64 生産物売却収入(コンポスト売払代等) 64

説　　明

1
預金利息

1

節
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本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 下水道事業費用 454,140 370,145 83,995

1 営業費用 429,522 342,203 87,319

1 管渠費 17,051 6,734 10,317

2 処理場費 129,314 127,739 1,575

3 総係費 80,165 46,258 33,907

支　　　出

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額

委託料 10,714 公共下水道一般環境下巡視･点検･調査業務委託 10,252

湯本処理区委託料(湯川沿い管路敷下草刈り業務委託) 462

賃借料 90 湯本処理区管路敷用地賃借料 76

黒田原処理区管路敷用地賃借料 14

修繕費 6,209 湯本処理区修繕費(マンホール修繕工事) 3,773

黒田原処理区(幸町マンホール鉄蓋更新工事等) 2,436

保険料 38 湯本処理区(下水道賠償責任保険料) 20

黒田原処理区(下水道賠償責任保険料) 18

給料 7,720 職員２名 7,720

手当 3,675 通勤手当 63

時間外手当 350

地域手当 170

期末手当 1,675

勤勉手当 1,417

賞与引当金繰入額 1,819 期末手当分 831

勤勉手当分 704

賞与対応法定福利分 284

法定福利費 1,998 共済組合負担金 1,998

備消品費 330 湯本浄化センター(施設維持管理用消耗品費) 254

黒田原水処理センター(施設維持管理用消耗品費) 76

燃料費 44 湯本浄化センター(車輌用・施設用燃料費) 32

黒田原水処理センター(施設用燃料費) 12

光熱水費 12,295 湯本浄化センター(水道使用料等) 7,240

黒田原水処理センター(水道使用料等) 5,055

委託料 96,090 湯本浄化センター(維持管理業務委託料等) 72,968

黒田原水処理センター(維持管理業務委託料等) 23,122

手数料 39 ホイールローダ点検手数料等 39

修繕費 4,781 湯本浄化センター(施設設備修繕等) 2,498

黒田原水処理センター(施設設備修繕等) 2,283

保険料 523 湯本浄化センター(建物災害共済負担金) 441

黒田原水処理センター(建物災害共済負担金) 82

給料 13,676 職員３名 13,676

節
説　　明
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本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

支　　　出

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額
手当 8,714 扶養手当 984

管理職手当 900

通勤手当 250

時間外手当 130

地域手当 330

期末手当 3,000

勤勉手当 2,600

管理職特別勤務手当 40

児童手当 480

賞与引当金繰入額 3,244 期末手当分 1,475

勤勉手当分 1,248

賞与対応法定福利費分 521

報償費 59 黒田原処理区(受益者負担金の前納報償金) 59

法定福利費 3,666 共済組合負担金 3,666

報酬 60 委員報酬(下水道審議委員) 60

旅費 8 下水道審議委員費用弁償 8

退職給付費 3,450 職員５名 3,450

被服費 27 被服費 27

備消品費 170 事務用消耗品費 170

燃料費 218 車輌用燃料費 130

庁舎用燃料費 88

光熱水費 742 庁舎電気料　 706

庁舎プロパンガス 36

印刷製本費 28 徴収用印刷製本費(納付書等) 28

通信運搬費 34 事務用郵送料等 34

委託料 41,682 第２期ストックマネジメント計画策定 36,300

公認会計士相談料 990

下水道使用料賦課徴収業務他 4,392

手数料 178 車輌用手数料 10

徴収用手数料 80

支払用手数料 88

補助金 1 水洗便所改造資金利子補給費 1

賃借料 792 公企会計ｼｽﾃﾑｿﾌﾄｳｴｧﾚﾝﾀﾙ料他 792

修繕費 54 車輌用修繕費 54

食糧費 1 公認会計士訪問時 1

負担金 2,142 日本下水道協会会費 59

栃木県下水道協会会費 10

全国町村下水道推進協議会栃木県支部負担金 5

公営企業会計ｼｽﾃﾑ更新業務委託下水道事業分負担金 2,068

節
説　　明
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本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4 減価償却費 202,992 161,472 41,520

2 営業外費用 23,129 21,322 1,807

1 支払利息及び 22,129 20,322 1,807

企業債取扱諸

費

2 消費税及び 1,000 1,000 0

地方消費税

3 特別損失 489 5,620 △5,131

1 その他特別損 489 5,620 △5,131

失

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

支　　　出

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額
保険料 43 車輌用保険料 43

貸倒引当金繰入額 1,164 対象債権額(受益者負担金分及び使用料分) 1,164

雑費 12 高速道路等通行料 5

自動車重量税 7

有形固定資産減 199,993 減価償却費

価償却費 　建物　　　　　　 27,753

　構築物　　　　　 118,660

　機械及び装置　　 49,162

　令和６年度増加分　　 4,418

無形固定資産減 2,999 施設利用権(下水道資源化工場建設負担金) 2,999

価償却費

企業債利息 22,129 企業債償還利息(公共下水道整備事業) 22,129

消費税及び地方 1,000 消費税及び地方消費税 1,000

消費税

その他特別損失 489 湯本浄化センター建設工事等発生材処分にかかる

国費返還 489

予備費 1,000 予備費 1,000

節
説　　明
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額
1 資本的収入 207,086 282,882 △75,796

1 企業債 89,400 136,000 △46,600

1 建設改良債 89,400 136,000 △46,600

2 他会計負担金 4,000 3,000 1,000

1 他会計負担金 4,000 3,000 1,000

3 他会計補助金 5,941 8,158 △2,217

1 他会計補助金 5,941 8,158 △2,217

4 国庫補助金 107,550 135,104 △27,554

1 国庫補助金 107,550 135,104 △27,554

5 負担金等 195 620 △425

1 受益者負担金 195 620 △425

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 297,795 357,896 △60,101

1 建設改良費 202,468 269,964 △67,496

1 管渠建設費 3,308 28,284 △24,976

2 処理場建設改 197,000 240,330 △43,330

良費

3 固定資産購入 2,160 1,350 810

費

2 企業債償還金 95,327 87,932 7,395

1 建設企業債元 95,327 87,932 7,395

金償還金

支　　　出

款 項 目 比　　　較

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　　入

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額

建設改良債 89,400 下水道事業債 89,400

他会計負担金 4,000 一般会計負担金 4,000

他会計補助金 5,941 一般会計繰入金(起債元金償還金分) 5,941

国庫補助金 107,550 防災・安全交付金 107,550

受益者負担金 195 湯本処理区受益者負担金 1

黒田原処理区受益者負担金 194

(単位：千円)

区　分 金　　額

委託料 500 管渠実施設計業務委託 500

賃借料 8 土木工事積算ｼｽﾃﾑｸﾗｲｱﾝﾄﾗｲｾﾝｽ費 8

工事請負費 2,800 湯本処理区工事請負費 1,000

黒田原処理区工事請負費 1,800

委託料 197,000 湯本処理区委託料(耐震化・長寿命化工事) 197,000

有形固定資産購 465 湯本浄化センター備品 154

入費 庁舎備品 311

無形固定資産購 1,695 資源化工場流域下水汚泥処理事業負担金 1,695

入費

建設企業債元金 95,327 企業債償還元金

償還金 　公共下水道整備事業 95,327

説　　明
節

節
説　　明
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